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１．検討内容 

表 1-1 設定地震動

想定地震動 設定地震動 

タイプ 1（中地震による
中程度の揺れ） 

建築基礎構造物設計指針－損傷限界状態検討用－
基盤加速度応答スペクトルの適合波 

タイプ 2（巨大地震によ
る中程度の揺れ） 

東日本大震災での地表面観測記録を基盤面に引き
戻した加速度時刻歴 

タイプ3直下型地震によ
る大きな揺れ） 

建築基礎構造物設計指針－終局限界状態検討用－
基盤加速度応答スペクトルの適合波 

表 1-2 検討に用いる想定地震動 

想定地震動 検討事項 

タイプ 1 
液状化被害を防止する対策工の検討・設計を行う。 

タイプ 2 

タイプ 3 上記の対策工による被害の低減効果を確認する。 

表 1-3 液状化対策（地下水位低下工法）の目標性能（閾値） 

想定地震動 目標性能（閾値） 

タイプ１ 

■Ａランク

H1≧5ｍ 

■B1 ランク 
3ｍ≦H1＜5ｍ、かつ Dcy＜5cm PL＜5 

タイプ 2 

■B1ランク 

3ｍ≦H1＜5ｍ、かつ Dcy＜5cm PL＜5 

■B2ランク 

3ｍ≦H1＜5ｍ、かつ Dcy≧5cm PL≧5 
（ただし、極力 Dcy＜5cm、PL＜5 を目標） 

表 1-4 公共施設・宅地一体型液状化対策における効果の目標値設定例

表 1-5 液状化対策（地下水位低下工法）に伴う圧密沈下の閾値 

項目 閾値

地表面沈下量 10cm 以下 

傾斜 3/1000 以下 

●府馬地区は、地下水位が高く主に浅部の地層が液状化し、家屋の沈下や傾斜被害が生じた。このため、過年度の液状化対策検討委員会において、地下水位低下工法が選定されている。 

●今年度は、地盤調査を追加してより詳細な地盤状況を把握するとともに、地下水位低下工法の具体的な工法を選定し、対策工の配置や施工方法などを検討する。 

図 1-1 検討地区案内図
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図 1-2 府馬地区の事業区域

事業区域 
・面積 22,600ｍ2

・戸数 41戸

図 1-3 検討の流れ

①追加地盤調査 

・地層構成、地盤特性をより詳細に把握 

・対策効果確認のための地下水位観測孔を設置 

②液状化解析 

・一次元地震応答解析（FDEL）で被害実態との整合

を確認し、解析パラメータを同定 

・二次元地震応答解析（FLASH）で所定の H1 や Dcy

を満足する地下水位低下高を決定 

③地下水解析（三次元地下水解析） 

・上記②で決定した地下水位低下高を達成できる対

策仕様を検討 

・併せて、事業区域周辺の地下水位低下状況を確認

（周辺井戸への影響などを推定） 

④沈下解析※（一次元圧密沈下解析（e-logP 法）、 

二次元弾粘塑性ＦＥＭ解析（関口・太田モデル）） 

・液状化対策として地下水位を低下させた場合の宅

地沈下量と傾斜を予測し、所定の値を満足するか

どうかを確認 

⑤対策工法の比較検討 

・主対策として「暗渠」と「集水井戸」を比較 

・止水壁についても「鋼矢板」や「地中壁」などを

比較 

・概算事業費の検討 

⑥対策工の施工検討 

・対策工の配置や構造の検討 

・仮設を含めた施工方法の検討 

・動態観測計画の検討 

・概略の施工工程の検討 

※現在Ap 層のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、土質試験を実施中であり、本資料での沈下解析結果は暫定である。試験終了後、再度、沈下解析を実施し、委員会を開催、審議していただく。 



                 ※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。
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●Ap層は、事業区域内の「F_WB-4」、事業区域外の「F_B-1」で確認されているが、以下の状況から、上流から下流方向に、Ac1 層→Ap 層へ漸移しているものと推察される。 

・「F_B-3」のボーリング柱状図において、Ap 層には区分されていないが、Ac1 層の記事に「腐植物混入」と記載されている。 

・Ap 層と Ac1 層の含水比は、「F_BS-1」で 40％、「F_B-3」で 100％、「F_B-1」で 200～300％であり、上流から下流方向に増加する傾向にある。 

図 2-2 地質縦断図（Ｂ断面）

図 2-3 地質横断図（６断面） 図 2-4 地質横断図（９断面）
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図 2-6 Ac1 層の e-logｐ曲線集積図
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【Ap 層】

●Ac1 層は、砂分を多量に混入しており、その割合は 30～80％と高く、液状化が懸念される。 

●Ac1 層は、初期間隙比が 1.0程度と小さく、当初懸念されていた地下水位低下に伴う沈下量は比較的小さいものと想定される。 

●Ap 層は、地下水位低下に伴う沈下が問題となることが想定されるが、現状においてその沈下特性は把握できていない。 

※Ap 層の沈下特性は現在調査中であり、試験終了後、再度解析を実施する。（以降の検討では、高有機質土の一般値（含水比 96％）を使用し、仮定値で検討を実施する）。

図 2-9 減衰定数－ひずみ曲線

図 2-8 せん断弾性係数比－ひずみ曲線

図 2-7 高有機質土の e-logｐ曲線図 2-5 粒径加積曲線集積図

※現在Ap層のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、土質試験を実施中であり、本資料での沈下解析結果は暫定である。 

試験終了後、再度、沈下解析を実施し、委員会を開催、審議していただく。 



※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。
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（２）二次元地震応答解析結果（タイプ２） 

図 3-3 地表面沈下量 Dcy の解析結果（Ｂ断面）

道路 道路 道路 道路 道路

Dcy10cm（過年度の指標）

事業区域 

上流ブロック 下流ブロック 

Dcy5cm（閾値）

＜無対策時＞ 

●上流ブロックの Dcy は、縦断方向の解析で約 14cm、横断方向の解析で約 16cm と予測され、いずれも Dcy の閾値（5cm 未満）、過年度の指標（10cm 未満）ともに超過する。 

●下流ブロックの Dcy は、縦断方向の解析で約 4cm と予測され、地下水位を低下しなくても Dcy の閾値（5cm 未満）を満足する。 

＜対策時（地下水位低下時）＞ 

●上流ブロックの Dcy は、4～8cm 程度に低減され、地下水位を GL-3ｍまで低下させることで、Dcy の閾値（5cm 未満）は超過するが、過年度の指標（10cm 未満）は満足する。 

＜対策方針＞ 

●Dcy は閾値（5cm 未満）を超過するが半分以下に低減され一定の液状化被害軽減効果は期待できること、自然流下で排水することが望ましいことから、上流ブロックの地下水位を GL-3ｍまで低下させることを想定する。 

事業区域（上流ブロック）

道路 道路 道路

Dcy10cm（過年度の指標）

Dcy5cm（閾値）

図 3-4 地表面沈下量 Dcy の解析結果（６断面）



※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。



※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。



                                        ※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。
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（２）二次元沈下解析結果（関口・太田モデル） 

No. 記号
ﾀﾞｲﾚﾀﾝｼｰ
係数
D

非可逆比
Λ

限界応力
比
M

有効ポア
ソン比
ν´

透水係数
Kx(m/day)

透水係数
Ky(m/day)

OCR

6 Ac1 0.041 0.900 1.575 0.27 43.200 4.3200 6.87

8 Ap1 0.057 0.900 1.575 0.27 0.086 0.0086 1.00

9 Ap2 0.058 0.900 1.575 0.27 0.086 0.0086 1.00

No. 記号

正規圧密
終了時静
止土圧係
数
K0

原位置で
の静止土
圧係数
Ki

二次圧密
係数
α

初期体積
歪速度
V0

圧縮指数
λ

σv0に対す
る間隙比
e0

透水性変
形係数
λκ

6 Ac1 0.376 0.813 0.00356 1.14E-04 0.130 0.83 0.0017

8 Ap1 0.376 0.376 0.00502 1.21E-10 0.339 2.37 0.0115

9 Ap2 0.376 0.376 0.00505 5.61E-08 0.339 2.35 0.0115

図 5-2 地表面沈下量の解析結果（Ｂ断面）

図 5-3 地表面沈下量の解析結果（６断面） 図 5-4 地表面沈下量の解析結果（９断面）

●上流ブロックの地下水位を GL-3.0～4.0ｍまで低下させた場合の地表面沈下量は、上流ブロックで 4cm 程度、Ap 層※が分布する下流ブロックで 8～10cm 程度であり、沈下量の閾値（地表面沈下量 10cm 以下）を満足する。 
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：上流ブロックの地下水位を GL-3.0～4.0ｍまで低下 
 ・上流ブロック宅地 GL-3.0ｍ 
 ・上流ブロック道路 GL-4.0ｍ 
 ・下流ブロック   GL-1.0～2.2ｍ 

表 5-1 解析パラメータ（弾性材料）

表 5-2 解析パラメータ（弾粘塑性性材料）
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λ(kN/m2) μ(kN/m2)

2 Bs1上 20433 10526 0.500 8.64E-1 8.64E-1 1.000

3 Bs2上 20433 10526 0.500 8.64E-1 8.64E-1 1.000

4 Ac1上 6130 3158 0.813 8.64E-2 8.64E-2 1.006

5 Ac1下 6130 3158 0.813 8.64E-2 8.64E-2 1.006

6 As1 10217 5263 0.500 8.64E-1 8.64E-1 1.000

7 Ac1下(Ap1) 6130 3158 0.813 8.64E-2 8.64E-2 1.006

8 Ac1下(Ap2) 6130 3158 0.813 8.64E-2 8.64E-2 1.006

9 As2 12260 6316 0.500 3.97E-1 3.97E-1 1.000

10 As2 12260 6316 0.500 3.97E-1 3.97E-1 1.000

11 Ds1 59257 30526 0.500 3.97E-1 3.97E-1 1.000

12 Ds2 106254 54737 0.500 7.34E-2 7.34E-2 1.000

No. 記号
ラメの定数

Ki Kx(m/day) Ky(m/day) ei

※現在 Ap層のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、土質試験を実施中であり、本資料での沈下解析結果は暫定である。試験終了後、再度、沈下解析を実施し、委員会を開催、審議していただく。 



※本資料は、個人情報が含まれており、委員会限定の取扱いとさせていただきます。
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６．対策工法の比較検討 

表 6-1 地下水位低下工法比較表 

●地下水位低下工法として「暗渠工法」と「集水井戸工法」を比較し、経済性、施工性、周辺影響等から「集水井戸工法」を選定した。 

●止水壁は経済性、施工性から「圧入工法・ハット型鋼矢板」を選定した。集水井戸の築造方法は、経済性、施工性から「鋼製ケーシング方法」を選定した。 
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表 6-2 止水壁工法比較表 


